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調査結果まとめ 

地すべりとの関連 
 踏査により認められる地すべり範囲と，クリーンセンター造成の概略配置計画を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 構造物概略配置計画 

 図より，地すべりに対しては， 

・末端部に補強土による盛土 

・平場の造成による頭部付近の排土 

となることから，概ね安定側に働くと考えられる。 

 

 ただし，地すべりに対する不安要素として， 

・末端部の閉塞による地下水位の上昇 

・頭部の構造物建設による頭部重量の増加 

が懸念されることから，工事実施後地すべりに対する点検・観測することが望ましい。 

補強土による 

計画盛土範囲 

想定地すべり範囲 

建造物計画範囲 



地質想定断面図の作成 
 今回実施した調査ボーリング結果および，前年度（令和元年度）別業務において実施した，ボーリ

ング結果を用いて，地質断面図の想定を行う。 

 なお，想定に際しては，測線近隣の調査ボーリングを投影しているが，斜面の標高と調査孔の標高

が異なる箇所は，土砂層（礫混り土層）の深度を投影し，基岩層はボーリングの標高をそのまま投影

した。 

 次頁に作成した地質断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面位置図 

 

Ａ測線 

Ｂ測線 

Ｃ測線 

1測線 

2測線 

4測線 

5測線 

3測線 

6測線 

7測線 
8測線 

9測線 

10 測線 



（1）Ａ測線（BVNo.3～BVNo.4～BVNo.5断面） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 Ａ測線（BVNo.3～BVNo.4～BVNo.5断面） Ｓ＝1:500 

 

DL 級 
DH 級 



（2）Ｂ測線（BVNo.2～BVNo.6断面） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 Ｂ測線（BVNo.2～BVNo.6断面） Ｓ＝1:500 

 

 

 

 

 

DH 級 

DL 級 



（3）Ｃ測線（BVNo.2～BVNo.6断面） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 Ｃ測線（BVNo.1～BoNo.4(R1実施)断面） Ｓ＝1:500 

 

 

DH 級 

DL 級 



（4）横断図－No.1，No.2断面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 No.1，No.2断面 Ｓ＝1:600 

 



（5）横断図－No.3，No.4断面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 No.3，No.4断面 Ｓ＝1:600 

 

 



（6）横断図－No.5，No.6断面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 No.5，No.6断面 Ｓ＝1:600 



（7）横断図－No.7，No.8断面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 No.7，No.8断面 Ｓ＝1:600 

 



（8）横断図－No.9，No.10断面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地質想定断面図 No.9，No.10断面 Ｓ＝1:600 

 



液状化の検討 
 本調査地において，調査ボーリングで確認された地層は，主に風化した凝灰角礫岩であり，沖積層

の土層ではない。 

 よって，通常では液状化はないと考えられるものの，風化が著しく，Ｎ値 10 以下の脆弱な状態が

認められることから，液状化の検討を実施する。 

 

液状化の検討条件 
道路橋示方書より，沖積層の土層で以下の 3つの条件全てに該当する場合には，地震時に液状化が

生じる可能性があるため，液状化の判定を行わなければならない。 

1）地下水位が地表面から10m以内にあり，かつ，地表面から20m以内の深さに存在する飽和土層。 

2）細粒分含有率FCが 35%以下の土層，または，FCが 35%を超えても塑性指数IPが 15以下の土層。 

3）50%粒径 D50が 10mm以下で，かつ，10%粒径 D10が 1mm以下である土層。 

「道路橋示方書・同解説Ｖ耐震設計編 P161」 

 

今回土質試験を実施した調査孔 BVNo.2，BVNo.4に対して，上記の判定を実施する。 

その結果は，次頁表表に示した。 

 

 検討の結果，液状化の可能性は低いと判定される。 

 

 



表 液状化判定の検討表 （土質試験値より） 

採取箇所 BVNo.2 BVNo.4

試料番号 P.2-3 P.2-5 P.2-7 P.2-11 P.2-13 P.4-4 P.4-6 P.4-8 P.4-10 P.4-12 P.4-14

採取深度 3.15～3.45 5.15～5.45 7.15～7.45 11.15～11.45 13.15～13.45 4.15～4.45 6.15～6.45 8.15～8.45 10.15～10.45 12.15～12.45 14.15～14.45

土質分類
砂質シルト
(高液性限界)

砂質シルト
(高液性限界)

シルト質砂
砂質シルト
(高液性限界)

砂質シルト
(高液性限界)

シルト質砂 シルト質砂 シルト質砂
砂質シルト
(高液性限界)

砂質シルト
(高液性限界)

砂質シルト
(高液性限界)

10.13 10.13 10.13 10.13 10.13 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90

× × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○

判定 58.3 58.3 47.7 67.5 62.8 49.1 46.2 49.1 56.1 66.7 55.4

× × × × × × × × × × ×

30.1 29.6 29.8 23.2 24.7 23.9 20.8 25.5 26.5 27.3 22.3

× × × × × × × × × × ×

0.0424 0.0406 0.0895 0.0324 0.0177 0.0798 0.0984 0.0799 0.0530 0.0231 0.0506

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

液状化の可能性 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無

塑性指数IP
＜15

試料番号

細粒分FC

＜35%

D50　＜10mm

D10　＜1mm

地下水位
＜10m

 
 

判定基準 

1）地下水位が地表面から 10m以内にあり，かつ，地表面から 20m以内の深さに存在する飽和土層。 

2）細粒分含有率 FCが 35%以下の土層，または，FCが 35%を超えても塑性指数 IPが 15以下の土層。 

 該当……「○」，非該当……「×」，データなし……「－」 

3）50%粒径 D50が 10mm以下で，かつ，10%粒径 D10が 1mm以下である土層。 

 該当……「○」，非該当……「×」，データなし……「－」 

  

 条件 1)～3)全てに該当すると，液状化の可能性「有」と判定する。 

 



液状化判定（建築基礎構造設計指針） 
 建築基礎構造設計指針（2001）における，ＦＬ値による判定を実施する。 

 検討に用いる加速度レベルは，150gal，200gal，350galで判定を実施した。 

 

なお，参考として，以下の資料では次のように補足説明がされている。 

 

「一般的に地震応答解析を行うと、中地震時（レベル１含む）の地表面加速度は地盤の特性にも

よるが、地表面で加速度が増幅し 150gal程度となる。また、大地震時では地震動レベルが極め

て大きく液状化を生ずる地盤でも、地盤の非線形性の影響で応答はあまり増幅されず、350gal

程度となる。従って、動的解析を行わない場合に採用する地表面加速度として、中地震時には多

少余裕をもって設定した 150～200gal 程度、大地震時では 350gal 程度を採用するのが一般的

である。」 

（「高層建築物の構造設計実務」 編集・高層建築物の構造設計実務編集委員会 P137より） 

 

「45mを超える高層建築物では 200galの地動に対して液状化する恐れがないこと」 

（「2007年版 建築物の構造関係技術基準解説書」の付録 1-7 P705より） 

  

よって，液状化の検討を FL値で判定する場合，150galで FLが 1以上であれば，一般的な地盤や

杭の検討において，液状化の恐れがないとして判断できると考えられる。 

 

 判定結果を次頁以降に示すが，今回の判定結果としては， 

150gal：ＦＬ＞1.0 のため液状化なし 

200gal：BVNo.4の一部でＦＬ＜1.0 

350gal：BVNo.2，BVNo.4両方でＦＬ＜1.0が認められる。 

 

となり，中規模の地震に対しては，液状化の恐れは少ないと判断される。 

 



（1）BVNo.2 
・150gal 

 

・200gal 

 

 

 

 



・350gal 

 

（2）BVNo.4 
・150gal 

 

 

 

 



・200gal 

 

・350gal 

 

 

 



土質定数の設定 
 本調査地区における地盤の土質定数を，調査結果より推定する。 

 

地層区分 
 本地区における地層は，主に以下のように分類できる。 

 

（1）礫混り土層：山地の上面に分布する脆弱な土砂層。 
 

（2）風化凝灰角礫岩層：著しく風化した凝灰角礫岩の層。岩級区分はＤ級 
内，Ｎ値 10前後の非常に脆弱な層……DL級 

      Ｎ値 10～50程度の層    ……DH級 

   と区分する。 

 

（3）凝灰角礫岩層：風化した凝灰角礫岩層。Ｎ値は 50以上。 
 

（4）安山岩層：風化は弱く，硬質な安山岩層。Ｎ値はほぼ反発し貫入不能。 
 

表 地質分類表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より， 

  ① 礫混り土層 

  ② 凝灰角礫岩 DL級 

  ③ 凝灰角礫岩 DH級 

  ④ 凝灰角礫岩 CL級 

  ⑤ 安山岩   CM～CH級 

の各層における土質定数を算定する。 

 

地質 岩級区分 備考

礫混り土

凝灰角礫岩 Ｄ級 DL Ｎ値10前後

DH Ｎ値10～50程度

凝灰角礫岩 ＣＬ級 Ｎ値50以上

安山岩 CM～CH級 Ｎ値反発



土質定数の推定式 
 

・土砂層（礫混り土層）の推定 

 （道路土工－擁壁工指針－P64，道路橋示方書・同解説 IV下部構造編－P536より） 

Ｎ値から砂のせん断抵抗角φを推定する場合の参考式 

φ＝4.8 logＮ1＋21 （Ｎ＞5） 

Ｎ1＝170Ｎ／（σv’＋70） 

ここに， 

φ：砂のせん断抵抗角（°） 

σv’：有効上載圧（kN/m2）で標準貫入試験を実施した時点の値 

Ｎ1：有効上載圧 100 kN/m2相当に換算したＮ値。ただし，原位置のσv’が 50 kN/m2以下で

ある場合には，50 kN/m2として算出する。 

Ｎ：標準貫入試験から得られるＮ値 

log：自然対数 

 

・岩層の推定 

 日本道路公団：設計要領第二集・橋梁建設編より，以下の表の計算式により算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凝灰角礫岩の層は表より， 

  ｃ＝16.2Ｎ^0.606 

  φ＝0.888logＮ＋19.3 

 

 安山岩層は表より， 

  ｃ＝25.3Ｎ^0.334 

  φ＝6.82logＮ＋21.5 

 

を用いる。 

 

 

 

 



・代表Ｎ値の設定 

各地層において，標準貫入試験結果より代表Ｎ値を決定する。代表Ｎ値は以下の式で算出する。 

 

代表Ｎ値＝（平均Ｎ値－標準偏差／2） 

 

・単位体積重量 

 土の単位体積重量は，試験値および以下の表を参考に決定した。 

表 土の単位体積重量表 

道路土工－擁壁工指針 P66より 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛土層： 

 裏込め土・盛土－砂礫 より， 

20 kN/m3 

礫混り土層： 

 自然地盤－砂及び砂礫－緩いもの より，  

18 kN/m3 

 



 また，岩盤の単位体積重量は，下表より，平均密度を参考として決定した。 

凝灰角礫岩： 

19 kN/m3 

安山岩： 

23 kN/m3 

 

表 岩石種類別比重一覧表（乾燥密度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地盤材料試験の方法と解説（地盤工学会）P190より 

 

 

 

 



土質定数の推定 
 各層における土質定数を算定する。 

 

（1）Ｎ値の設定 
 今年度実施した調査ボーリング結果より，各層の代表Ｎ値を決定する。 

 

表 調査ボーリング結果 Ｎ値一覧表 

BVNo.1 BVNo.2 BVNo.3 BVNo.4 BVNo.5 BVNo.6
Ｎ値 Ｎ値 Ｎ値 Ｎ値 Ｎ値 Ｎ値

1 1 1 1 1 1 礫混り土
2 礫混り土 3 2 礫混り土 5 2 11 2 15 2 礫混り土 6 2 4
3 0 3 6 3 盛土 3 3 凝灰角礫岩 6 3 1.5 3 10
4 7 4 9 4 2 4 DL 7 4 20 4 凝灰角礫岩 5
5 凝灰角礫岩 13 5 6 5 6 5 7 5 凝灰角礫岩 100 5 DL 4
6 DL 12 6 5 6 礫混り土 14 6 11 6 DH 39 6 9
7 8 7 凝灰角礫岩 9 7 凝灰角礫岩 187.5 7 6 7 750 7 9
8 75 8 DL 12 8 250 8 7 8 反発 8 12
9 凝灰角礫岩 26 9 14 9 安山岩 反発 9 9 9 安山岩 反発 9 75
10 DH 57.7 10 5 10 CM 反発 10 7 10 ～緑色岩 反発 10 凝灰角礫岩 300
11 300 11 4 11 反発 11 6 11 CM～CH 反発 11 CL 375
12 凝灰角礫岩 250 12 4 反発 12 8 反発 12 750
13 CL 750 13 9 13 12 13 反発
14 750 14 4 14 12 反発

500 15 26 15 凝灰角礫岩 28
16 9 16 凝灰角礫岩 83.3
17 凝灰角礫岩 25 17 CL 53.6
18 DH 29 18 187.5
19 46 19 安山岩 反発
20 26 20 CH 反発
21 30 反発
22 100
23 凝灰角礫岩 150
24 CL 60
25 75
26 100

500  

表 標準偏差の計算および代表Ｎ値の決定 

礫混り土 Ｎ値 偏差 凝灰角礫岩 Ｎ値 偏差 凝灰角礫岩 Ｎ値 偏差 凝灰角礫岩 Ｎ値 偏差
3 3.753906 DL 7 1.75173 DH 75 1344.27 CL 300 10839
0 24.37891 13 21.86938 26 152.1698 250 2927.949
5 0.003906 12 13.51644 57.7 374.9756 300 10839
6 1.128906 8 0.104671 26 152.1698 300 10839
14 82.12891 9 0.457612 9 860.5841 300 10839
6 1.128906 6 5.398789 25 177.8413 100 9194.791
1.5 11.81641 5 11.04585 29 87.15556 150 2105.844
4 0.878906 9 0.457612 46 58.74128 60 18465.95

平均値 標準偏差 代表Ｎ値 12 13.51644 26 152.1698 75 14614.26
4.9375 3.956304 2.96 14 32.22232 30 69.48413 100 9194.791

5 11.04585 28 106.827 300 10839
4 18.69291 20 336.1984 187.5 70.38327
4 18.69291 100 3802.484 83.3 12676.39
9 0.457612 39 0.441276 53.6 20246.29
4 18.69291 平均値 標準偏差 代表Ｎ値 187.5 70.38327
15 44.57526 38.33571 23.41476 26.63 75 14614.26
6 5.398789 300 10839
7 1.75173 ※大きく外れた値は計算に含めず 300 10839
7 1.75173 300 10839
11 7.163495 平均値 標準偏差 代表Ｎ値
6 5.398789 195.8895 100.2348 145.77
7 1.75173
9 0.457612 ※Ｎ値300を上限として計算
7 1.75173
6 5.398789
8 0.104671 安山岩 Ｎ値はほぼ反発
12 13.51644 CM～CH 代表Ｎ値は値が得られた250とする
12 13.51644 代表Ｎ値
10 2.810554 250
5 11.04585
4 18.69291
9 0.457612
9 0.457612
12 13.51644

平均値 標準偏差 代表Ｎ値
8.323529 3.05557 6.80  

 



各層の代表Ｎ値は以下の値とした。 

  ① 礫混り土層     代表Ｎ値：2.96 

  ② 凝灰角礫岩 DL級 代表Ｎ値：6.80 

  ③ 凝灰角礫岩 DH級 代表Ｎ値：26.63 

  ④ 凝灰角礫岩 CL級 代表Ｎ値：145.77 

  ⑤ 安山岩   CM～CH級 代表Ｎ値：250 

 

（2）ｃ，φの算定 
 

① 土砂層（礫混り土層）の推定 

代表Ｎ値：2.96 

φ＝4.8 logＮ1＋21 （Ｎ＞5） 

Ｎ1＝170Ｎ／（σv’＋70） 

 Ｎ1＝170×2.96／（50＋70） 

   ＝4.19 

 φ＝4.8log4.19＋21 

  ＝23.987（°） 

※ただし，Ｎ値が計算式の適応範囲外のため，参考的な値として用いることが望まれる。 

 

② 凝灰角礫岩 DL級 

代表Ｎ値：6.80 

ｃ＝16.2Ｎ^0.606 

 ＝16.2×6.80＾0.606 

 ＝51.763（kN/m2） 

  φ＝0.888logＮ＋19.3 

   ＝0.888×log6.80＋19.3 

   ＝20.039（°） 

 

③ 凝灰角礫岩 DH級 

代表Ｎ値：26.63 

ｃ＝16.2Ｎ^0.606 

 ＝16.2×26.63＾0.606 

 ＝118.383（kN/m2） 

  φ＝0.888logＮ＋19.3 

   ＝0.888×log26.63＋19.3 

   ＝20.566（°） 

 

 

 

 



④ 凝灰角礫岩 CL級 

代表Ｎ値：145.77 

ｃ＝16.2Ｎ^0.606 

 ＝16.2×145.77＾0.606 

 ＝331.664（kN/m2） 

  φ＝0.888logＮ＋19.3 

   ＝0.888×log145.77＋19.3 

   ＝21.221（°） 

 

⑤ 安山岩  CM～CH級 

代表Ｎ値：250 

ｃ＝25.3Ｎ^0.334 

 ＝25.3×250＾0.334 

 ＝159.968（kN/m2） 

φ＝6.82logＮ＋21.5 

   ＝6.82×log250＋21.5 

   ＝37.854（°） 

 

以下に土質定数の一覧表を示す。 

 

表 土質定数一覧表 

地質 単位体積重量 
（kN/m3） 

粘着力ｃ 
（kN/m2） 

せん断抵抗角 
φ（°） 備考 

礫混り土 18.00 － 23.987 
単位体積重量は表より 

凝灰角礫岩 
DL級 19.00 51.763 20.039 

単位体積重量は表凝灰

角礫岩の平均より 

凝灰角礫岩 
DH級 19.00 118.383 20.566 

単位体積重量は表凝灰

角礫岩の平均より 

凝灰角礫岩 
CL級 19.00 331.664 21.286 

単位体積重量は表凝灰

角礫岩の平均より 

安山岩 
CM～CH級 23.00 159.968 37.854 

単位体積重量は表の安

山岩の平均より 

 

 



土質定数の比較 
 凝灰角礫岩層の土質およびＮ値からの推定値と，今回実施した三軸圧縮試験からの試験値を，以下

に示す。 

表 Ｎ値からの土質定数 

 粘着力ｃ 
（kN/m2） 

せん断抵抗角φ 
（°） 

Ｎ値からの 
検討値 51.763 20.039 

 

表 三軸圧縮試験からの試験値 

 粘着力ｃcu 
（kN/m2） 

せん断抵抗角 
φcu（°） 

有効粘着力ｃ’ 
（kN/m2） 

有効せん断抵抗角 
φ’（°） 

BVNo.7－1 
(4.0～5.0m) 62.8 13.8 14.9 33.0 

BVNo.7－2 
(9.0～9.85m) 57.9 20.0 5.3 37.6 

BVNo.8－1 
(2.0～2.9m) 51.2 17.8 10.6 36.0 

平均 57.3 17.2 10.3 35.5 

 

 Ｎ値からの値と，試験値の粘着力，せん断抵抗角を比較すると， 

 ・粘着力ｃは同程度，せん断抵抗角φは試験値が若干低いが，大きな差はない。 

 ・有効粘着力ｃ’，有効せん断抵抗角φ’は，検討値と比較すると粘着力が低く，せん断力が高い値

となった。 

  

 試験値との比較より，Ｎ値からの計算値で求めた土質定数は，現地において妥当と判断できる。 

 なお，前述の地すべりの検討実施に際しては，有効粘着力ｃ’，有効せん断抵抗角φ’を用いる必要

がある。 

 



設計・施工上の留意点 

 調査結果による，設計・施工上の留意点を以下に示す。 

 

（1）地すべりに関する事項 
現地の踏査結果より，現況の西向き斜面において，旧地すべり地形が確認される。 

 現在，地すべり変動の兆候は認められないものの，地すべりに対する今後の工事における留意事項

を示す。 

・斜面末端部付近は地下水が浅く，一部に湧水が認められることから，斜面末端部付近に補強土等に

よる盛土を実施した際に，末端部が閉塞され，地下水位が大きく上昇し，斜面が不安定化する可能

性がある。そのため，地下水の処理を十分に考慮する必要がある。 

・現在，想定される地すべりの頭部付近に，構造物が建設される計画である。地すべりの頭部に重量

物を載荷すると，斜面の不安定化を招き，建物に影響を及ぼす恐れがあることから，建物の配置や，

その重量について，考慮する必要がある。 

 

 以上より，地すべりに関しては今後監視を行い，変動が認められるようであれば，別途対策の検討

を実施することが望ましい。 

 

（2）土質について 
 調査ボーリングの結果より，クリーンセンター計画箇所には，Ｎ値 10 程度の著しく風化した脆弱

な強風化凝灰角礫岩が深度 5mから，深いところでは 10m以上の深度で広く分布している。粘土化

も進行していることから，建築物の基礎の位置に関して，注意する必要がある。 

 また，切土後の風化岩は，破砕や粘土化が進行していることから，直接盛土材料として用いること

は不適切と考えられる。盛土材に転用する場合には，土壌の改良が必要となる。 

 

（3）液状化について 
 本調査地は，元が山地であることから，液状化の発生する恐れは低いと考えられる。 

 ただし，地山の風化が進行し，地下水位が高いことから，BVNo.4（斜面下の平坦部）の一部で，

中規模の地震に対し，液状化の安全率 FL＜1.0となる深度が認められる。 

そのため，本地区の構造物に関しても，液状化に対する検討を実施することが必要である。 

 

（4）土工に関して 
 調査ボーリングの結果より，深い深度まで風化が認められることから，本地区の凝灰角礫岩は風化

の進行し易い岩盤と考えられる。 

 そのため，切土のり面については，長期間の放置は避けることが望ましい。 

 また，雨水の浸透や流下による斜面侵食を避けるため，地表水の処理についても十分考慮する必要

がある。 

 

－以上－ 
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地質調査業務 報告書  



1. 考  察 

 

1.1 地盤定数について 

 

1.1.1 設計Ｎ値 

 標準貫入試験から求められるＮ値を層ごとに整理し、各層のＮ値の代表値である設計Ｎ値を設定す

る。各層ごとの設計Ｎ値を表 1.1.1 に示す。 

 各層・各地点のＮ値を表 1.1.2 に、各層のＮ値の出現頻度を図 1.1.1 に示す。巻末資料「⑤Ｎ値と

換算Ｎ値」に詳細を示す。 

 

表 1.1.1 設計Ｎ値 

FI 9 11 3 5.10 5

CM 2 300 300 300 300

16.4 16

最大値 最小値

300 43

152 200 2D

CL 49 209209.4

平均値 設計N値個数
層

区

分

 
 

表 1.1.2 各層、各地点のＮ値一覧 

FI 4 5 3 6 4 11 7 3 3
4 4 5 7 6 6 6 5 4 21 11 48 2 2 8 6 3 2 3 8 13 6 4 8 3 3 7 4 4 7 9 8
14 11 6 7 2 2 5 5 21 8 6 10 7 2 11 13 10 4 13 13 6 3 5 9 6 12 11 9 6
6 6 9 11 9 9 9 8 9 8 17 16 30 6 14 9 4 6 7 10 10 20 36 10 6 9 11
9 8 18 7 5 14 16 15 19 28 32 10 13 29 21 9 20 9 16 26 19 16 14

13 13 17 16 30 32 18 40 13 17 26 22 14 13 15 62 14 16 29 20
17 19 16 20 42 200 19 20 20 27

31 15 12 10 71 15 95 35 42 28 141
200 225 200 300 180 180 300 300 60 69 225 120 300 300 86 95 200 200 95 200 225 225 300 200 180 257 300 300 300
78 257 300 130 300 78 300 106 95 120 257 300 300 300 300 156

43 300 300 120
CM 300 300

Bo№3 Bo№4 Bo№5 Bo№6 Bo№7 Bo№8

CL

層

区

分
Bo№1 Bo№2

D

  
                                     Ｎ値の上限は 300 

                                           燈字は換算Ｎ値 
 

各層のＮ値の出現頻度を図 1.1.1 に示す。 

 



              

       
図 1.1.1 各層のＮ値出現頻度 

                  

1.1.2 単位体積重量γt、粘着力ｃ、せん断抵抗角φ 

 

 地盤強度に必要な単位体積重量γt、粘着力ｃ、せん断抵抗角φは表 1.1.3 のとおりである。巻末

資料「⑥Ｎ値から土質定数推定」に詳細を示す。 

 

            表 1.1.3 単位体積重量、粘着力、せん断抵抗角 

 
 

 



 算出において図 1.1.2 から単位体積重量γt（ｋN/ｍ3）、表 1.1.4 から粘着力ｃ（ｋN/ｍ2）及びせ

ん断抵抗角φ（°）を求めた。図 1.1.3 ではせん断定数の測定例を示す。 

 

 
図 1.1.2 Ｎ値と単位体積重量 

（設計要領 第二集 橋梁設計編 NEXCO 平成 24 年 7 月 P4-7） 

 

 

表 1.1.4 換算Ｎ値と平均強度定数の関係 

 
（公益社団法人 地盤工学会 地盤調査の方法と解説 P.310 平成 26 年 3 月） 

 

 

     
図 1.1.3 せん断定数の測定例：泥岩、凝灰岩、凝灰角礫岩（高速道路調査会） 

（公益社団法人 地盤工学会 地盤調査の方法と解説 P.311 平成 26 年 3 月） 

 



以上、地盤定数をまとめると表 1.1.5 のとおりである。 
 

 

表 1.1.5 地盤定数 

ＦＩ

Ｄ

CL

CM

地
層
名

表
土

火
山
礫
凝
灰
岩

せん断抵抗角
φ（°）

20

20

21

22

20

21

粘着力
C(kN/m2)

43

80

403

514

層
区
分

設計Ｎ値
単位体積重量
γｔ(kN/m3)

14

16

5

16

209

300

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1.2 設計・施工上の留意点 

 

1.2.1 建築基礎 

１）支持層および耐震設計上の基盤面 

支持層上面（N≧50）及び耐震設計上の基盤面（Vs≧400m/s)は CL 級の上面とする。（Bo№6 地点

では標高 31.46ｍの CL 級とする。） 

支持層上面及び耐震設計上の基盤面は西側が浅く、中央付近はかなり深く、また東側では CL 層

にＮ値 15の軟質の層が挟まれて深くなっている。かなりの凹凸があるので追加ボーリングを行い、

支持層の深さを詳しく確認する必要がある。特に、Bo№2 を中心に真東から約４度南（真西に約４

度北に）破砕帯が存在し、支持層が深く表れると思われる。 

今回は、Bo№6 地点の標高 31.46ｍの CL 級を支持層上面にしたが、標高 38.56ｍより CＬ級（層

厚 2.80ｍ、Ｎ値＞50を 4ｍ確認）を上面とする場合は、支持力等の計算を行うことが必要である。 

2）基礎工法の選定 

構造物の基礎形式として図 1.2.1 があげられる。表 1.2.1 に基礎形式ごとの検討事項・チエック

事項一覧を表 1.2.2 に各基礎形式の適用性と目安を示す。 

 

 

 

  
図 1.2.1 支持地盤の深度と適用可能な基礎形式 

（（社）日本建築学会 建築基礎構造設計指針 P.58 2013 年４月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)～(i)は表の各基礎形式表 1.2.1 に対応 



表 1.2.1 基礎形式ごとの検討事項・チエック事項一覧 

 
 

表 1.2.2 各基礎形式の適用性と目安 

 
（（社）日本道路協会 杭基礎設計便覧 ｐ.444 平成２９年２月） 

 

 

 

 



1.2.2 地盤の液状化 

 

建築基礎構造設計指針（日本建築学会、1998 年）によれば、液状化の判定を行なう必要がある

土層は、「細粒分含有率が 35％以下の飽和沖積層」である。調査地の地盤で Bo№5の 12.0ｍ～12.5

ｍでは細粒分含有率が 35％以下であるが地下水位が 21.06ｍである。また他の地点では細粒分含有

率が 35％以上かつ D 級の岩盤（火山礫凝灰岩）であるので調査地には液状化対象土層がないと判

断する。 

 

1.2.3 切土及び斜面 

 

1）掘削のための掘削機の選定 

表1.2.3各岩盤等級から予想される物理定数の範囲にある岩盤の弾性波速度から図1.2.2掘削工法

の適用範囲を導いた。ショベル系の掘削機械では Vｐ＝1.5ｋｍ/sec が限界である。 

 

表 1.2.3 各岩盤等級から予想される物理定数の範囲 

 
（日本応用地質学会 岩板分類再評価研究小委員会（第二期） 

若き技術者のための岩盤の地質工学的評価と分類 P.98 2016 年 6 月） 

 

 
図 1.2.2 掘削工法の適用限界 

（（社）日本道路協会 道路土工-切土工・斜面安定工指針 ｐ.154 平成 30 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 



2）法面勾配 

土質試験で得られた有効応力表示の粘着力とせん断抵抗角を用いて円弧すべりの計算を行い、切

土のり面の安定勾配を決定する。 

参考までに、図 1.2.3 に泥岩・凝灰岩の岩石区分と適正のり面勾配を示す。この図に必要な判定

は表 1.2.3 と表 1.2.4 である。表 1.2.5 に試験値及び判定区分を示す。 

 

 
図 1.2.3 泥岩・凝灰岩の岩石区分と適正のり面勾配注） 

（（社）日本道路協会 道路土工-切土工・斜面安定工指針 ｐ.470～471 平成 30 年 12 月） 

 

 

表 1.2.3 岩質区分のための硬さによる判別基準 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表 1.2.4 岩質区分のための二次的強度低下を考えた判別基準 

 
 

表 1.2.5 試験値による判定 

  N 値 吸水膨張率（%） 液性限界（%） 吸水増加率（%） 

T-4-2 28～32 0.078～0.088 57.6 18.89 

判定区分 Ⅰ B A～B A 

 

 

3）のり面植生工 

植生工の選定等の検討を行うためには、岩質、土壌硬度、土性、土壌酸度等である。土壌硬度及

び土壌酸度は１～２か月間に急変することがあるので、施行直前に調査することが必要である。参

考に表 1.2.6 にのり面として露出する岩級 Dの各要素を示す。 

 

表 1.2.6 切土のり面に露出する可能性のある岩級区分ごとに各要素の状態 

岩級 

区分 
N 値 

土壌硬度 

Nc 

（ｍｍ） 

 

土状の PH 
亀裂程度 

風化程度 
土質 

D 10 15 5.9 深部に従い亀裂があり、強風化である 粘性土 

※N 値と土壌硬度 Nc の関係 
 Nc=1.5N（社団法人日本道路協会；切土工・斜面安定工指針、p.208 平成 30 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1.2.4 盛土工 

 

１）盛土基礎地盤 

盛土基礎地盤の支持層としては、Ｎ値が５以上の層が連続して５ｍ以上存在することである。 

今回調査した地点では対象は Bo№1、Bo№3だが、表層からのＮ値が５未満のものがありこの条件を

満足していない。同時に発注された「新ごみ処理施設整備に係る造成基本設計業務」の盛土部分で実

施されたスウェーデン式サウンディング試験結果からも換算Ｎ値がＳＷ２地点では深度 3ｍ付近ま

で４以下である。盛土対象区域全体に支持地盤として満足していない可能性がある。また、盛土対象

内に湧水がみられることからも、支持力及び沈下の対策を検討する必要がある。 

 

２）盛土材料 

盛土材料は切土からの発生土を有効利用することが望ましい。図 1.2.4 に現場発生土の利用方法

のフローチャート、表 1.2.7 に土質区分基準を示す。 

発生土は、粘性土｛Ｃ｝、シルト｛Ｍ｝若しくは細粒分質砂｛ＳＦ｝で、含水比が 32.6%～69.1 

%である。コーン指数を求めて第 1種～泥土 Cに分類し、適用用途に応じて適切な材料で盛土等を

行うべきである。参考に表 1.2.8 に土地造成の適用用途標準を示す。 

 

 
図 1.2.4 現場発生土の利用方法 

（社団法人日本道路協会；盛土工指針、p.133 平成 30 年 6 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表 1.2.7 土質区分基準 

 
（一般財団法人土木研究センター；建設発生土利用技術マニュアル、p.106 2013 年 12 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表 1.2.8 適用用途標準 

 
（一般財団法人土木研究センター；建設発生土利用技術マニュアル、p.108 2013 年 12 月） 

 

 

 

 

1.2.5 擁壁工 

 

一般にすべり破壊は擁壁の底面から擁壁の高さの 1.5 倍以内の深さまで、沈下の影響は擁壁の高

さの 1.5～3 倍以内の深さに生じると考えられている。良質な支持層としては、砂質土層の場合は

Ｎ値が 20程度以上、粘性土層の場合はＮ値が 10～15 程度以上あるいは一軸圧縮強さｑuが 100～

200ｋN/ｍ２程度あれば支持層と考えてよい。 

今回の調査地では表層付近のＮ値は 4～6 程度と極めて低いので、対策を施す必要がある。 

擁壁の滑動、転倒、沈下等の変状の多くは基礎地盤に起因している。基礎形式の選定にあたって

は地形及び地盤条件、擁壁の構造型式、環境条件、施工条件等について十分検討を行う必要がある。

表 1.2.9 に擁壁の構造型式の選定上の目安を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表 1.2.9 擁壁の構造型式の選定上の目安 

 

 
（社団法人日本道路協会；擁壁工指針、p.29 平成 30 年 7 月） 

 

 



1.2.6 自然由来重金属汚染 

 

 建設工事において、自然由来の重金属等を含有する岩石、土壌、あるいはそれらの混合物に起因す

る人への健康への影響のおそれが新たに発生する場合の対応措置が示されている。 

 改正土壌汚染対策法（平成 22 年 4 月 1 日以降）の第 4条において一定規模以上（2000ｍ2以上）の

土地の形質変更を実施する場合は、形質変更に着手する 30日前までに都道府県知事に届け出ること

とされている。 

 届出を受けて都道府県知事は土壌汚染のおそれがあると判断した場合は法第 4条第 2項に基づき、

土地の所有者等に対して特定有害物質による汚染の状況について調査させることができる。 

 改正土壌汚染対策法（平成 22 年 4 月 1 日以降）では対象は土壌であるが、この対策法を補完する

建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル（暫定版）（平成 22年 3 月）

では、自然由来の重金属が多く含まれる固結した岩石をも対象としている。 

 図 1.2.5 に法第 4条調査の流れを示す。 

 

 
               図 1.2.5 法第 4 条の流れ 
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